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１．目的 

 近年、先進国において男性の育児参画は喫緊の課題となっているが、取得率や取得期間に

は大きな開きがある。本研究では、男性育休取得行動の動機として、「所得効果」と「社会

規範」に着目し、4 カ国の比較を通じてその影響度を検証する。本分析結果から、男性育休

取得促進には、給付金や所得補償率の引上げといった所得施策が有効なのか、ジェンダーバ

イアスを軽減するような社会意識醸成といった施策が有効なのかを明らかにできる。 

 

２．データ 

使用データは、内閣府が実施した「令和２年度 少子化社会に関する国際意識調査」の個

票データである。 

 

３．分析モデル 

本分析の被説明変数は「男性育休取得希望ダミー」「男性育休取得ダミー」変数、説明変

数は「年齢」「学歴」「雇用形態」「本人・世帯収入」「性別役割分業意識（社会規範）」変数

である。分析モデルとしてはプロビットモデルを用いる。 

 

４．検証仮説 

 日本については、制度（所得代替率）は世界最高水準だが、社会規範が男性育休取得を阻

害している可能性がある。フランスについては、他３カ国と比べ、クウォーター制度もしく

は類する制度設計とはなっていないため、所得効果は小さいと予想される。ドイツについて

は、両親手当制度導入および拡充により経済的インセンティブからの取得が促進されてい

る可能性がある。スウェーデンについては、クウォーター制度と強い社会規範が両立してい

るため、所得効果と社会規範効果双方が影響している可能性が考えられる。 

 

５．主な分析結果 

 分析の結果、所得効果は日本、ドイツ、スウェーデンで確認され、予想仮説と整合的な結

果が得られた。社会規範効果については、フランス、スウェーデンで確認できた一方で、日

本、ドイツでは確認できなかった。日本については、他３カ国と異なり、（民間正規雇用に

比べて）公務員の取得確率が高まるという雇用形態効果も確認できた。 


